
（様式－１ 表紙）  

  

  

  １ 調査名称：伊豆東海岸都市圏総合都市交通体系調査 

  
  
  

２ 調査主体：静岡県  
  
  

３ 調査圏域：伊豆東海岸都市圏 

（熱海市、伊東市、下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町）  
  
  

４ 調査期間：令和 3年度  
  
  

５ 調査概要：  

伊豆東海岸都市圏では前回の総合都市交通体系調査（平成 23年）から 10 年が経

過し、この間に地球温暖化や人口減少、少子高齢化、公共交通の衰退など社会を取

り巻く状況が変化している。また、伊豆縦貫自動車道などの大規模社会資本とそれ

に伴うアクセス道路の整備なども進められており、都市交通体系が変化している。

さらには自動運転をはじめとする新たなモビリティや MaaS等の新たなサービスの

導入についても議論が進められている。  

本業務は、伊豆東海岸都市圏の交通課題の解決を図るため、総合都市交通体系調

査を令和 2年度より実施し、自動運転や MaaS等の新たな公共交通手段について検

討・評価した施策を取りまとめた都市交通マスタープラン（将来道路網計画、将来

公共交通施策）を策定する。  

 

 

６ その他特記事項（ビックデータの導入等） 

１ コロナ禍前後における観光周遊交通の分析のため、GPS位置情報ビックデータ 

を活用して、伊豆東海岸都市圏における観光客（来訪者）の交通手段や周遊行動パ

ターン、移動に関するニーズ等を把握し、観光交通の特徴や課題等を整理した。 

 

２ コロナ禍前後における主要駅周辺の歩行者分析のため、GPS位置情報ビックデー

タを用いて、主要駅周辺における歩行者の回遊状況として、来訪者の内訳や歩行者

の経路等を分析した。 

 

 

 

 



（様式－２ａ 調査概要）  
  

Ⅰ 調査概要  
  

１ 調査名称：伊豆東海岸都市圏総合都市交通体系調査  
  

２ 報告書目次  

 １. はじめに 

１－１ 都市交通マスタープラン（総合都市交通計画）とは 

１－２ 都市交通マスタープランの構成 

２. 伊豆東海岸都市圏の現況分析 

２－１ 都市圏の概況 

２－２ 道路交通の現況分析 

２－３ 公共交通の現況分析 

２－４ 観光交通特性 

３. 都市交通の課題 

３－１ 伊豆東海岸都市圏を取り巻く状況 

３－２ 現況分析からみた問題点 

３－３ 将来予測からみた問題点 

３－４ 計画課題の整理 

４. 目指す都市交通像と都市交通体系の基本方針 

４－１ 都市交通マスタープランの策定にあたり 

４－２ 伊豆東海岸都市圏が目指す都市交通像 

４－３ 都市交通体系の基本方針 

４－４ 都市圏将来像 

５. 交通ネットワーク計画 

５－１ 道路網計画（都市圏の骨格となる道路ネットワーク） 

５－２ 公共交通計画（都市圏の期間となる交通計画ネットワーク） 

６. 基本方針に基づく戦略と施策 

６－１ 基本方針に基づく戦略 

７. 都市交通マスタープランの展開 

７－１ 期待される主な効果 

７－２ 都市交通マスタープランの展開に向けた取組 

８. 参考資料 

８－１ 各種統計データ 

 

 

 

 

                                                       



（様式－２ｂ 調査概要） 

 ３ 調査体制 

 

伊豆東海岸都市圏総合都市交通計画検討会（検討会） 

（委員長：静岡県交通基盤部都市局都市計画課長） 

 

 

 

伊豆東海岸都市圏総合都市交通計画検討会作業部会（作業部会） 

（作業部会長：静岡県交通基盤部都市局都市計画課施設計画班長） 

 

 

 

伊豆東海岸都市圏総合都市交通計画検討会 事務局 

（静岡県交通基盤部都市局都市計画課） 

 

 

 ４ 委員会名簿等： 

区 分 所 属 役 職 

委員長 静岡県 交通基盤部 都市局  都市計画課長 

委 員 

国土交通省 中部地方整備局 沼津河川国道事務所 計画課長 

静岡県 交通基盤部 都市局 地域交通課長 

静岡県 交通基盤部 都市局 街路整備課長 

静岡県 交通基盤部 道路局 道路企画課長 

下田土木事務所  次長兼企画検査課長 

熱海土木事務所  次長兼企画検査課長 

熱海市 観光建設部  まちづくり課長 

伊東市 建設部 都市計画課長 

下田市  建設課長 

東伊豆町 建設課長 

河津町  建設課長 

南伊豆町  地域整備課長 

 



（様式－３ａ 調査成果） 

Ⅱ 調査成果  

１ 調査目的  

令和 3年度は、令和 2年度までに実施した現況分析結果に基づき将来計画の策定等

を実施する。  

 

２ 調査フロー 

 

 

 

 

 

  



 ３ 調査圏域図 

本調査の対象地域は、熱海市、伊東市、下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町の３

市３町とする。 

  



（様式－３ｂ 調査成果） 

４ 調査成果  

1. 現況分析 

（１）自動車交通の現況分析 

①伊豆半島全体の交通量 

伊豆半島全体の交通量の傾向は、平日よりも休日の方が多い傾向がみられる。 

令和 2年 4～5月の緊急事態宣言中は、平成 30年と比較して交通量が大きく減少

し、平日で 26～27％減、休日で 42～48％減となった。 

緊急事態宣言解除後は、GoToトラベルキャンペーンの開始とともに平成 30年に

近い台数まで交通量が回復したが、12月のキャンペーン停止(感染拡大)とともに再

び 1割前後の減少傾向となっている。 

■5 箇所計の断面交通量 

【平日】 

  

 

 

 

 

【休日】 

   

図 5 箇所計の断面交通量             図 交通量調査箇所 
 

表 5 箇所計の断面交通量 
 

 

 

 

 

 

 

データ）トラフィックカウンター交通量（静岡県警察本部交通部交通規制課） 
※平成 30 年 8～9 月は地点③端末不良のため値なしとした 

①
②

④

⑤

③



②観測地点別の年平均交通量 

国道 135号の交通量は、平成 30年と比較して令和 2年は平日で約 1割、休日で

約 2割減少した。 

国道 136号の交通量は、観測地点の中で減少幅が最も大きく、平成 30年と比較

して令和 2年は平日 27％減、休日 30％減となっている。 

国道 414号の交通量は、 平成 30年と比較して令和 2年は平日で 13%減、休日で

16％減少した。 

  

 

 

 

 

 

図 交通量調査箇所 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 観測地点別の年平均交通量 
 

 

 

 

データ）トラフィックカウンター交通量（静岡県警察本部交通部交通規制課） 
  

①
②

④

⑤

③

①国道 135 号 熱海和田浜南付近 

④国道 136 号 大平 IC 付近 ②国道 135 号 熱海市上多賀付近 

⑤国道 414 号 道の駅天城越え付近 ③国道 135 号 伊豆稲取駅付近 



（２）観光交通の現況分析 

①伊豆東海岸都市圏の周遊状況（令和元年 7～9月の休日） 

都市圏内の最初の来訪地は、自動車では、伊東市が 173万人と最も多く、次いで

熱海市が 127万人と多くなっている。鉄道では、熱海市が 101万人と最も多く、次

いで伊東市が 48万人と多くなっている。交通手段比率は、熱海市は新幹線駅があ

るため鉄道の割合が約 4割と高くなっている。 

各市町内の周遊は、滞在者数は鉄道よりも自動車の方が多いものの、滞在箇所数

２～３箇所以上の周遊比率は、自動車よりも鉄道の方が多くなっている。また、熱

海市や伊東市では 3箇所以上の周遊が 1～2割みられるものの、その他の地域では

少なくなっている。 

次の行き先における周遊の比率は、自動車で 49％、鉄道で 38％となっており、

都市圏内や静岡県内での周遊比率についても、自動車よりも鉄道の方が低い状況と

なっている。 

 

 

 
 

 

 
  

①都市圏に入ってくる時の最初の来訪地（自動車、鉄道） 

②各市町内における周遊箇所数（自動車、鉄道）  

③各市町から出ていく時の次の行き先（自動車、鉄道） 

出典）「混雑統計®」ⒸZENRIN DataCom CO.,LTD. 



②来訪者数の変化 

令和元年夏季における伊豆東海岸都市圏への休日来訪者は推計 625万人であった

が、令和３年夏季には第５波による緊急事態宣言（7/12～9/30）や熱海市内におけ

る大規模な土石流の発生（7/3）等により 56％の減少となった。 

都市圏への来訪手段は、令和元年には自動車が 71％、鉄道が 29％であったが、

令和３年には自動車が 7％増加した。 

自動車の来訪地は、市街地や人が集まりそうな主要な観光地において減少が多く

見られた。一方で、郊外部の山地や海岸、キャンプ場において増加傾向が見られ

た。鉄道の来訪地は、自動車よりも来訪エリアが狭く、駅周辺市街地の分布が多か

ったため、減少が顕著であった。 

 

 
 

 

 
 

  

都市圏内で最初に訪れた来訪地の変化 



③駅周辺の歩行者数の変化 

令和元年夏季における駅周辺の歩行者数は、熱海駅で 3.2万人、伊東駅で 1.2万

人、下田駅で 0.5万人であったが、令和 3年夏季には約半数に減少した。 

歩行者の経路は、駅から主要観光地間で多くなっており、概ね駅から 1kmの範囲

で分布している。 

 

 
 

 

  



2. 今後の交通施策の方向性 

（１）今後の交通施策の方向性の検討 

道路網の課題や公共交通の持続性等について以下の通り整理し、今後の道路整備

や公共交通施策等、都市交通施策の方向性を整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



  



3. 都市交通マスタープランの策定 

（１）都市圏の将来都市像の整理 

前回計画における進捗状況をアウトカム指標の現在値（R2）を試算することにより検

証した。 

表 都市交通の目標に対するマスタープランの効果と現在値（R2） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：発終点の影響がある混雑区間を除外した延長 
※２：発終点の影響により除外する区間の基準が不明であることに加え、現況と将来で想定する道路ネット

ワークが異なることから、現在値は算出不可 
※３：前回計画には設定されていないが、中間評価を実施するため、今回設定した指標 
※４：中間補間（R2 と R２2）による算出 
※５：市街地カバー率は、駅又はバス路線の各バス停から 400ｍ圏に含まれるエリアが市街地（用途地域）に

含まれる割合を算出 
※６：災害の被害想定が、前回計画策定時から変更となり、津波対策の考え方等が当時と異なることから、

現在値は算出不可 
 

  



 
今後の都市交通政策の方向性を踏まえ、以下の都市交通像の実現を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
都市交通体系の基本方針を以下の通り整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



都市圏内外の連携・交流を促進するため、規模や機能に応じた拠点・連携軸を形成す

る。 

都市計画区域マスタープランや立地適正化計画等をふまえ、将来都市構造の拠点を中

心としたまちづくりと連携した交通施策を展開する。 

表 土地利用の方針 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 各市町の都市拠点および観光拠点等 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）静岡県都市計画区域マスタープランを基に、追加・変更し設定。 
 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 都市圏将来像 

 

  



（２）都市交通マスタープランの策定 

都市交通体系の基本方針に基づく４つの戦略を設定し、各戦略に沿った交通施策

を展開する。 

 

方針Ⅰ 持続可能な暮らしを支える地域公共交通の維持、確保 

誰もが利用しやすく、快適に移動できる交通環境を構築するため、拠点を中心と

したまちづくりを進め、多様な移動手段が連携した地域公共交通の維持、確保を目

指す。 

戦略１ 生活を支える「安全、快適な交通環境」の確保 

高齢者をはじめ、誰もが利用しやすく、快適に移動できる交通環境を構築するた

め、都市圏各拠点間の連携強化、機能分担を図り、新たなモビリティの活用も含

め、多様な移動手段が連携した地域公共交通の維持、確保を目指す。 

 

方針Ⅱ 地域資源を活かした活発な観光交流を生み出す交通環境の充実 

世界に誇る恵まれた自然環境や観光資源を活かした都市圏観光産業の活性化を支

援するため、多様な移動手段が連携した、観光周遊性の高い魅力ある交通環境の構

築、充実を目指す。 

戦略２ 世界に誇る「観光モビリティサービス」の構築 

伊豆半島ジオパークなど、都市圏に点在する世界に誇る観光資源のネットワーク

化、新たなモビリティの活用も含め、多様な移動手段が連携した観光周遊性の高い

交通環境の構築、充実を目指す。 

 

方針Ⅲ 交流、連携を促進する広域的な移動ネットワークの構築 

都市圏内外の活発な交流、連携の促進を図るとともに社会経済活動の活性化を支

援するため、鉄道主要駅や道路インターチェンジ等と都市拠点を連絡する広域的な

移動ネットワークの形成を目指す。 

戦略３ 広域連携軸、交流を支える「都市連携軸」の強化 

広域道路をはじめとする都市圏軸や交通結節点の整備により、鉄道主要駅や道路

インターチェンジ等と都市拠点を連絡する広域的な移動ネットワークを形成するこ

とで、都市活力の創出、向上を目指す。 

 

方針Ⅳ リスクに備えた安全、安心な交通環境の確保 

南海トラフ巨大地震や頻発化、激甚化する自然災害の脅威や地域の孤立等に対す

る不安を軽減するため、災害発生後、都市機能の早期回復を支える交通環境の確保

を目指す。 

戦略４ 命をまもる「防災、減災機能」の強化 

南海トラフ巨大地震や頻発化、激甚化する自然災害の脅威が迫るなか、災害に備

え、速やかな支援、復旧ルートを確保することにより、都市機能の早期回復が可能

となる交通環境の確保を目指す。 

  



都市交通マスタープランの展開により、都市圏の活力や安全・快適な移動の確

保、環境や魅力の向上などの効果※が期待される。 

 
 

都市交通マスタープランの展開により、目指すべき都市交通像の実現に向けた取

り組みを進める。 
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